
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２１年 ６月２０日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

研究成果の概要： 

2006 年に施行された介護予防特定高齢者施策「口腔機能向上サービス」は、既存の歯科医

療を社会資源として地域福祉に位置づける可能性を持つ。そこで、本サービスの効果

を検証し、地域福祉的課題を調査した。口腔機能向上サービスを利用した特定高齢者

は、症状の改善（固いものの食べにくさ（80％）、むせ（50％）、口の渇き（30％））がみら

れた（n=29）。地域包括支援センターの調査からは、特定高齢者のサービス利用率が 15.8％

と当初の見込みよりも低く、歯科医療機関との連携における課題が明確になった。 
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１．研究開始当初の背景 

尐子高齢社会の到来に伴い、高齢者の

生活を支えるための社会的負担が増加

している。その対策として保健医療の分

野においては、あらゆる健康状態で予

防〔一次～三次予防〕を重視するとと

もに、より積極的に高齢者の健康増進を

目指す方向への転換がなされてきた（健

康日本 21）。また介護福祉領域では、

平成 18年に介護保険制度の見直しが行

われ、軽度の要介護者や要支援者のカ

テゴリーを再編し、要介護状態の悪化

を防ぐことと、介護が必要な高齢者を

一人でも尐なくすることに重点を置く

介護予防制度が整備された。この制度

には、一般高齢者施策のほかに、要支

援・要介護状態に陥るリスクが高い人

を見出し、介護予防プログラムを提供す

る特定高齢者施策がある。また地域包

括支援事業として「地域包括支援セン
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ター」を拠点とする新たな地域ケアの

枠組みが整備された。これらの対策は、

高齢者の主体的な健康づくりと、それ

ぞれの住み慣れた地域での生活を支援

する取り組みであり「自立」の道筋をつ

けることを意図している。 

介護予防制度には「口腔機能向上サ

ービス」が盛り込まれた。このサービ

スは、これまでの医療保険制度の枠組

みを脱却して、歯科が社会資源として

介 護 福 祉 の 枠 組 み の 中 に 位 置 づ け ら

れることを意味する。そこで、この新

たな枠組みのなかで、歯科治療も含む

広 義 の 口 腔 ケ ア の 在 り 方 を 示 す 必 要

があると考える。  

介護予防制度における「口腔機能の

向上」サービスの運用上で浮かんでく

る様々な問題の背景には、介護領域と

歯 科 医 療 の 連 携 を 円 滑 に す る 役 割 を

担う者の不在があると考える。すなわ

ち、介護の領域において医療に関して

の 専 門 知 識 を 持 つ 看 護 師 が 関 与 す る

こ と に よ っ て 介 護 と 医 療 の 有 機 的 連

携が図られているように、口腔ケア・

歯 科 医 療 の 知 識 を 十 分 に 持 つ 歯 科 衛

生 士 が 介 護 関 係 の 施 設 や 事 業 所 で 持

続的に関与し、口腔ケアの技術的側面

の み な ら ず 地 域 福 祉 的 側 面 を 担 う こ

とが必要であると考える。  

以上のような背景に基づき、口腔機

能向上サービスを提供する現場の課題や、シ

ステムの問題を明らかにすることが必要で

ある。 

 

２．研究の目的 

（１）口腔機能向上サービスを実施する１つ

の介護予防サービス事業所において、その利

用者を対象として、サービスの効果を評価す

るとともに、サービス利用者の参加に至る経

緯や、地域包括支援センターの機能について

検証する。 

（２）地域包括支援センターとサービス事業

所を対象とした介護予防特定高齢者施策「口

腔機能向上サービス」に関するアンケート調

査の分析から、口腔ケアを通した地域福祉の

課題を示す。 

 

３．研究の方法 

（１）①介護予防通所介護事業所「せんだん

の丘ぷらす」において、以下の項目を調査し

た。１）口腔機能向上プログラムの実施体制

と実施内容、ならびに利用状況 ２）口腔機

能向上サービスの成果 特定高齢者の決定

基準の一つである介護予防基本チェックリ

スト（自己評価）の口腔機能に関する 3項目

（No.13-15）について、プログラムの実施前

後で比較する。 

＜評価項目＞ 

・No.13 半年前に比べて固いものが食べにく

くなりましたか 

・No.14 お茶や汁物などでむせることがあり

ますか 

・No.15口の渇きが気になりますか  

②A 地域包括支援センターにおいて、その職

員 1名に以下の内容に関する面接調査を実施

する。調査は、特定高齢者のスクリーニング

からサービス提供までの流れについてと、口

腔機能向上サービスの利用における諸課題

に関してとした。 

（２）H20年 10～11月に B市（人口約 100万

人、高齢化率 16.8%）内のすべての地域包括

支援センター41 ヶ所と、口腔機能向上サービ

スを提供しているすべての介護予防事業所

12 ヶ所に、行政の協力を得て、郵送によるア

ンケート調査を実施した。調査項目は、特定

高齢者数、サービス利用者数、サービス利用

を勧める際の方法、利用者のサービス利用の

理由、サービス内容の評価、歯科医療機関と

の連携、継続のための支援方法などとした。 

 

４．研究成果 

（１）①１）口腔機能向上プログラムの実施

体制、実施内容、利用状況 

介護予防通所介護事業所「せんだんの丘ぷ

らす」（医療法人社団東北福祉会）は、2007

年 7月開設され、運動器の機能向上サービス

と口腔機能向上サービスを提供している。ス

タッフは、管理者兼相談員 1 名 、ケアワー

カー3 名 、看護師 1 名 、作業療法士 1 名で

あるが、口腔機能向上サービスの提供におい

ては、関連法人の介護老人保健施設せんだん

の丘（医療法人社団東北福祉会）の歯科衛生

士 2名が全面的に協力している。 

2007 年度における口腔機能向上サービス

の実施状況は、3グループ合計 29名〔第 1グ

ループ（10 名）2007 年 10 月 25 日～2008 年

1 月 10 日 、第 2 グループ（9 名）2008 年 1

月 17 日～3月 27日、第 3グループ（10名）

2008年 1月 24日～3月 26日〕であり、全参

加者の年齢は、68歳から 88 歳まで平均 75.8

歳であった。 

プログラムは、全 6 回で構成され、隔週で

1 回あたり 2 時間である。 

２）口腔機能向上サービスの成果 

プログラム実施前後における基本チェッ

クリスト No.13-15 の該当者数の減尐からみ



 

 

る改善傾向は、固いものの食べにくさの改善

（80％）＞むせの改善（50％）＞口の渇きの

改善（30％）の順であった。また、3 項目に

おける該当項目数の変化では、プログラム実

施前に 3項目すべてに該当していたのは 9名

で、その 9 名はサービス実施後に、3 名が 2

項目、3 名が 1 項目該当となり、3 名が該当

なしとなった。また、プログラム実施前に 2

項目に該当していたのは 20 名で、サービス

実施後に 5名が 2項目、11名が 1項目該当と

なり、4 名が該当なしとなった。この結果、

サービス実施後の該当者数は、3 項目該当が

0 名、2項目該当が 8名、1項目該当が 14名、

該当なしが 7名となった。事後アセスメント

の結果からは、口の健康状態、食事や食後の

むせ、食物残渣、舌苔、反復唾液嚥下テスト

の項目において、40-60％の改善傾向が見ら

れた。 

②A地域包括支援センター職員の面接調査 

A 地域包括支援センターにおいて、特定高齢

者〔運動・栄養・口腔〕の要件を満たす人（候

補者）は、2008年 2月までに約 80名であり、

そのうち口腔機能向上サービス該当者は 38

名であった。候補者は、医療機関において住

民基本健診を受けた際に記入された「基本チ

ェックリスト」のデータが医師会から市に送

られ、市から担当地区の地域包括支援センタ

ーに連絡される場合と、住民基本健診を受け

た際に基本チェックリストや反復唾液嚥下

テストなどの結果に基づいて医師などが本

人に必要性を伝え、本人がその地区の地域包

括支援センターに連絡してくる場合があり、

その割合はほぼ半々とのことであった。候補

者のうち、給付条件が確認されて特定高齢者

となる割合は約 8割であり、口腔機能向上サ

ービス該当者のうち、サービス参加者（参加

希望の待機者を含む）は 10 名であった。 

A 地域包括支援センターでは、一般に口腔

の項目は多くの人に該当しやすいものの、参

加率は低い傾向があると考えている。サービ

スを利用しない理由としては、歯科にもかか

っているから必要なしと本人が考えていた

り、興味がない、自分には関係ない、あまり

困っていない、年寄り扱いしないでほしい、

外出したくない、体調がおもわしくない、手

続きが面倒、近所の目があり介護事業所の車

が家の前に来るのは嫌、などといった事が挙

げられた。  

＜考察＞一般に、高齢者における歯科治療の

需要は潜在的多いものの、口腔疾患が軽視さ

れていたり、治療に伴う苦痛など過去の経験

により受診が敬遠されている場合が尐なく

ない。また、機能的な問題を抱えつつも、改

善方法が見いだせずにいたり、改善を諦めて

いる場合も尐なくないと考えられる。緒言に

述べたように、介護予防事業の推進を通して

このような潜在的な口腔機能の問題がスク

リーニングされ、歯科治療としてではなく口

腔ケアとして意識化されることは、その人の

食生活を中心とする生活の質の向上に寄与

することであり、そのために、歯科医療関係

者は既存の歯科医療の枠を広げて、地域保

健・地域福祉にこれまで以上に関与すること

が期待される。 

せんだんの丘ぷらすにおける口腔機能向

上のプログラムは、歯科衛生士が関与して、

口腔に関する課題を本人が意識し、その改善

の必要性とその指針を具体的に示す機会と

なっている。3ヶ月間のプログラムを通して、

自覚していた口腔機能の問題の改善が多く

の人においてみられ、29 名中 24 名（83％）

で基本チェックリストの該当項目数が減尐

した。しかしながら、固いものの食べにくさ

の改善は 80％であったものの、この設問は

「半年前と比べて」という条件であり、現状

維持の場合も含まれていると考えられる。ま

た、むせの改善は 50％、口の渇きの改善は

30％であり、ケースによっては医療的介入も

必要となる場合があることが示唆される。そ

の一方で、参加者の多くが、「重要性に気付

いた」、「参加して良かった」、「勉強になった」

などの感想も残していることから、教育的介

入の効果によって長期的にみた場合に良好

な結果がもたらされる可能性も大きいと思

われる。また、プログラムを通して得られた

口腔に関する知識は、かかりつけの歯科医師

や地域の歯科医師へのアクセスやコミュニ

ケーションに改善をもたらす可能性がある。

さらに、参加者の実体験に基づく口コミなど

によって、地域住民に潜在的な口腔ケア意識

の向上や歯科受療行動への反映も期待でき

る。 

一方、地域包括支援センター職員への聞き

取り調査においては、基本チェックリストに

よってスクリーングされた口腔機能向上サ

ービス該当者の中で、実際にサービスを受け

る人が多くないことが指摘された。その理由

は様々であるが、口腔機能向上サービスの内

容と効果が一般に周知されていないことが

背景にあると考えられる。また、地域包括支

援センターの職員や基本健診を実施する医

療機関の医療関係者が口腔機能向上サービ

スをどの程度理解しているかということも、

サービス利用の動機付けの点から、サービス

利用者の数に反映していると考えられる。特

定高齢者の決定基準〔口腔機能向上〕は、①



 

 

基本チェックリスト No.13-15 の 3 項目のう

ち 2項目に該当する者②口腔内視診で衛生状

態に問題がある者③反復唾液嚥下テストが 3

回未満の者で、このいずれかに該当すれば口

腔機能向上サービスの対象となる。歯科医療

関係者は、この決定基準を広く高齢者や医療、

介護関係者に周知し、さらに、どのような場

合が、②に該当するかなどについても、明確

に示す必要がある。 

介護予防制度において口腔機能向上サー

ビスの実施体制ができ、医療機関、地域包括

支援センター、サービス事業所の連携が整備

されたのであるから、歯科医療関係者はその

流れを円滑にするような役割を果たすこと

で、このサービスを定着させ、地域保健、地

域福祉を推進することが重要だと考えられ

る。 

（２）23 ヶ所の地域包括支援センター、8ヶ

所の介護予防サービス事業所から回答を得

た（回収率 56％、66%）。地域包括支援センタ

ーの回答では、H19 年度内に口腔機能向上サ

ービスの利用に該当する特定高齢者は平均

18.7人であり、その中で実際にプランを作成

して口腔機能向上サービスを利用した人は

平均 3.0 人であった（利用率 15.8%）。口腔機

能向上サービスを利用しない場合の理由と

して挙げられることは、歯科通院中（歯医者

に通っているから大丈夫）、自己判断（程度

が軽いから心配ない等）が、それぞれ 83.3%、

72.2%と多かった。連携に関しては、周辺地

域の開業歯科医や歯科医師会と適宜連携し

ているとの回答が 48%に見られたものの、

個々のケースにおいて、口腔に関する医療的

問題を地域の歯科医師や歯科医療機関に直

接連絡することや、歯科医師からの問い合わ

せは、全くない・殆どないが 8割以上を占め

た。 

介護予防サービス事業所の回答では、H19

年度に口腔機能向上サービスを利用した人

は平均 10.4 人であった。口腔機能向上サー

ビスを利用する特定高齢者は、口腔症状の改

善（100%）、予防を学ぶ（38%）といった積極

的な目的意識がある人が参加しているとと

もに、主治医や包括担当者からの勧め（50%）、

運動機能向上サービスとの併用（25%）とい

った形で参加する人がいる。自由記述回答に

見られる歯科関係者への要望としては、サー

ビス利用希望者が尐ない、意欲向上までは支

援できない。歯科医師の役割が不明、歯科医

師のさらなる関与を希望。包括職員の知識不

足、学習の場がほしい。サービスの周知不足。

歯科医師、歯科衛生士の介護予防に対する意

識が希薄。歯科医師が単に義歯の適合を診る

だけでなく、機能評価できることを望むなど

の意見があった。 

＜考察＞口腔機能向上サービスの利用に該

当する特定高齢者が実際にサービス利用に

至る割合は厚生労働省の資料（平成 19 年 3

月）に示された見込み（40～60%）よりも低

い。また、B 市において、地域包括支援セン

ターと歯科医療機関との連携は、個々のケー

スマネジメントに有効に活用されていない

と考えられた。歯科医療を含む広義の口腔ケ

アを地域で実現するために、地域包括支援セ

ンターを拠点とした顔の見える連携の構築

が必要と考えられる。 

 

歯科医療と介護福祉領域の連携の問題を

考えた場合、北欧型福祉にみられる関係性が、

参考になる。例えばフィンランドにおいては、

地域の歯科医療システムが、拠点となる自治

体の保健センターを中心として提供されて

おり、その公的サービスを補う形で、開業歯

科医が存在している。またその公的サービス

は、歯科医療も含めて医療福祉の分野におい

て一元的である。日本では、保健所や市町村

保健センターなどの公的機関の比率が低く、

またその機能が乳幼児の歯科保健指導や歯

科検診事業に偏っていることから、2006 年に

創設された「地域包括支援センター」の機能

において、口腔機能向上サービスを通した歯

科医療関係者との連携が円滑に結ばれるこ

とが望まれる。本研究で浮き彫りになった問

題を改善するために、その結果を地域包括支

援センター、介護予防サービス事業所、歯科

医療機関、行政に周知し、改善を促す必要が

あると考えられた。 
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